
ごみ総排出量 １人１日当りごみ排出量ごみ総排出量 １人１日当りごみ排出量

廃棄物の排出量の推移

一般廃棄物の排出量は5,204万ｔ
（平成18年度）

排出量は平成 年度以降断続的に減
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排出量は平成12年度以降断続的に減
少し、基本方針の平成9年度5,310万tを
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産業廃棄物の排出量は418百万ｔ
（平成18年度）

8004,000
平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 1人

8004,000
平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
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395 398 403
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405
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393
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（*2）
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(*2) 
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(*2)

産
業
廃
棄（平成18年度）

排出量は一般廃棄物と同様に平成2年
度までは急激に増加。平成2年度以降

は 億 前後 大きな変化はなく バブ

250 

300 

350 

物
の
排
出
量
（
百
万
ｔ

）

は４億ｔ前後で大きな変化はなく、バブル
経済の崩壊後はほぼ横ばい。

※1：ダイオキシン対策基本方針に基づき、政府が平成22年

度を目標として設定した「廃棄物の減量化の目標量」におけ 50

100 

150 

200 

度を目標として設定した「廃棄物の減量化の目標量」におけ
る平成8年度の排出量を表す

※2：平成9年度以降は※1と同様の算出条件で算出
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廃棄物の再生利用率の推移

般廃棄物の再生利用率

一般廃棄物の再生利用率は 14 315 015.916.817.6
19.019.6

20%

25%
一般廃棄物の再生利用率

般廃棄物の再生利用率は
19.6％ （平成18年度）

一般廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており 平成18年度には

8.0 9.1 9.9 10.311.012.113.114.315.0

10%

15%

に上昇しており、平成18年度には
20%に迫っている。

0%

5%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

51% 52% 51%

60%

産業廃棄物の再生利用率

産業廃棄物の再生利用率は
51.4% （平成18年度）

産業廃棄物の再生利用率は着実

38% 40% 40% 39% 39% 37% 37%

42%
41% 42% 43%

45% 46% 46%
49%

51% 51%

40%

50%

産業廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成16年度には
50%を超えている。 20%

30%

0%

10%
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一般廃棄物の最終処分量の推移

（千t）

14,000 

12,008 
11,350 10,869 

10 514

12,000 

,
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10,000 

7,332 6,809 

6,000 

,

2,000 
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,
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（千ﾄﾝ）

産業廃棄物の最終処分量の推移

（千ﾄﾝ）

90,000

100,000

ばいじん

70,000

80,000

ばいじん

動物の死体

動物のふん尿

がれき類

鉱さい

50 000

60,000

鉱さい

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

金属くず

ゴムくず

動物系固形不要物

40,000

50,000 動物系固形不要物

動植物性残渣

繊維くず

木くず

紙くず

20,000

30,000
紙くず

廃プラスチック類

廃アルカリ

廃酸

廃油

0

10,000
廃油

汚泥

燃え殻

※分類については、発生時点の廃棄物の種類で行っている。
（例 廃プラスチック類の焼却に伴い生じる燃え殻の埋立について、廃プラスチック類として計上）

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
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残余容量 残余年数

廃棄物最終処分場のひっ迫

一般廃棄物の残余年数は15.6年分
（首都圏は17.0年分）（平成18年度）

確

11.7
12.8 12.9 12.8 13.2 13.8 14.0 14.0

14.8
15.6

15

200

300

3）

残余容量 残余年数

公共の最終処分場を確保できていない
市町村が343
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産業廃棄物の残余年数は7.7年分
（首都圏は3.4年分）（平成17年度）

10500

残余年数
残余容量

（百万m3）

最終処分場の新規設置数は、平成10
年度の136施設から、平成16年度は38
施設、平成17年度は32施設（ともに許

件数）と激減 4.5 
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一般廃棄物の処理フロー（平成18年度）

⑧集団回収量 3,058 ⑭総資源化量
⑩直接資源化 2,569

⑪焼却以外の 中間処理後
収集ごみ＋直接搬入ごみ 中間処理 再生利用量

10,217

（計画収集量） 7,179 4,590
粗大ごみ処理施設

2,569 623
①混合ごみ 3,808

ごみ堆肥化施設
115 77

②可燃ごみ 31,898

・収集ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝44,168千トン

・収集ごみ＋直接搬入ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤
＋⑥＋⑦＝48,978千トン（計画収集量）

・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧

計
画
収 ②可燃ごみ 31,898

ごみ飼料化施設
0.02 0.03

③不燃ごみ 2,460
メタン化施設

24 16
④資源ごみ 5,121

・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
＝52,036千トン

・1人1日当たり排出量
＝(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧)／総人口／365
＝1,116グラム/人日

ご 総処理量 ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ 49,016千ト

総
人
口

収
集
人
口

④資源ごみ 5,121
ごみ燃料化施設

726 402
⑤その他 152

127,727 3,549 2,484
127,781 ⑥粗大ごみ 730

・ごみの総処理量＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬＝49,016千トン

・総資源化量＝⑭＝10,217千トン

・リサイクル率＝⑭／(⑧＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬)＝20％

中間処理による減量化量

その他の資源化等
を行う施設

127,781 ⑥粗大ごみ 730
その他施設

自家 197
処理 ⑦直接搬入ごみ 4,810
人口 処理残渣の焼却

1,847
54 ⑨自家処理量 74 ⑫直接焼却

・中間処理による減量化量
＝(⑪＋⑫)－中間処理後再生利用量－残渣の埋立量
＝35,049千トン

(単位：千トン／年)

38,067
(単位：千人) 焼却施設 986

39,914
資源化 焼却残渣 処理残渣

の埋立 の埋立
処理 処分 ⑬直接最終処分 4,363 1,245

凡例

(単位：千トン／年)処理･処分 ⑬直接最終処分 4,363
1,201

最終処分場

1,245

6,809

日本の廃棄物処理 平成18年度版より作成 6



産業廃棄物の処理フロー（平成18年度）

直接再生利用量直接再生利用量
91,582千t

再生利用量再生利用量
214,722千t

排出量排出量

(22%) (51%)

排出量排出量
418,497千t

(100%)

中間処理量中間処理量

処理残渣量処理残渣量
134,156千t

(34%)

処理後再生利用量処理後再生利用量
123,190千t

(29%)
中間処理量中間処理量
316,082千t

(76%) 減量化量減量化量
181,926千t

処理後最終処分量処理後最終処分量
10,966千t181,926千t

(43%)
10,966千t

(3%)

最終処分量最終処分量
21,799千t

(5%)

直接最終処分量直接最終処分量
10,833千t

(3%) (5%)(3%)

産業廃棄物排出・処理状況調査報告書（環境省）より作成 7



120.0 1,400 

不法投棄件数及び投棄量の推移（新規発覚事案）

1,197件

1 049件
1,150件 100.0 

1,200 

,

投棄量（万トン）（大規模事案）

投棄量（万トン）

855件

1,049件

1,027件
934件

894件
80.0 

800

1,000 

投74 5万ｔ

44.4万ｔ 42 4万ｔ 43 3万ｔ

679件 719件
673件

558件
554件

60.0 

600 

800 投

棄

量

(万ｔ)
投

棄

件

74.5万ｔ

岐阜市事案分
万

21.9万ｔ

40.8万ｔ 42.4万ｔ 43.3万ｔ
40.3万ｔ

24.2万ｔ

31.8万ｔ

17 2万ｔ

382件

20 0

40.0 
400 

数

(件)
56.7万ｔ 41.1万ｔ

沼津市事案分
20.4万t

千葉市事案分

17.8万ｔ
20.7万ｔ

17.2万ｔ

12.0万ｔ
10.2万ｔ

0.0 

20.0 

0 

200 
13.1万ｔ

1.1万t

注１投棄件数及び投棄量は、都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当りの投棄量が10ｔ以上の事案 (ただし特別管理産業廃棄
物を含む事案はすべて） を集計対象とした。
２上記グラフの通り、岐阜市事案は平成15年度に、沼津市事案は平成16年度に発覚したが、不法投棄はそれ以前より数年にわたって行われた結果、当該
年度に大規模事案として発覚した。
３平成18年度の千葉市事案については、平成10年に発覚していたが、その際環境省への報告がされていなかったもの。
４硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
なお、フェロシルトは埋戻用資材として平成13年8月から約72万トンが販売・使用されたが、その後、これが不法投棄事案であったことが判明した。
不法投棄は1府3県45カ所において確認され、そのうち38カ所で撤去が完了している（平成20年9月時点）。 8



平成19年度不法投棄（新規発覚分） 種類内訳

投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約８割を占めている。

建設廃棄物計
80,343t 79.0%

建設以外廃棄物計
21,375ｔ 21.0%

建設以外廃棄物計
92件 24.1%

建設廃棄物計
290件 75.9%

繊維くず

9件 2 4%

廃プラスチック類

（その他）

9件 2.4%

汚泥（その他）

6件 1.6%

繊維くず

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

1,609t 1.6%

廃プラスチック類

（その他）

1,786ｔ 1.8%

金属くず

件

動植物性残さ

10件 2.6%

9件 2.4% 繊維くず

5,695t 5.6%

汚泥（その他）

6,162t 6.1%

がれき類

191件

50.5%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

18件 4.7%

13件 3.4%

平成19年度
投棄件数

382件
がれき類

57 697廃プラスチック類

汚泥（建設系）

143t 0.1% 平成19年度
投棄量
101,718t50.5%

建設混合廃棄物

木くず（建設系）

36件 9.4%

廃プラスチック類

汚泥（建設系）

3件 0.8%

382件 57,697t

56.7%建設混合廃棄物

17,479t

17.2%

廃プラスチック類

（建設系）

1,167t 1.1%

101,718t

54件

14.1%

廃 ラ 類

（建設系）

6件 1.6%
木くず（建設系）

3,857t 3.8%

9



平成19年度不法投棄（新規発覚分） 実行者内訳

排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約51％と最も多く、投棄量では約24％となっている。

排出事不 明
不 明

100件
26 2%

排出事

業者

24,113ｔ
複 数

3,502ｔ

不 明

20,186ｔ
19.8%

排出事

業者

193件

複 数

11件

26.2%

平成19年度
投棄件数

382件

23.7%3.4%
平成19年度

投棄量
101 718

50.5%
無許可

業者
許可業

者

2.9%
382件

無許可

業者

22,804ｔ

許可業

者

31 114ｔ

101,718t

57件
14.9%

者

21件
5.5%

22,804ｔ
22.4%

31,114ｔ
30.6%

「排出事業者」のうち、１４１件（73.1％）、１３，１６１ｔ（54.6％）が建設系

10



平成19年度末時点 不法投棄残存事案

残存事案のうち 排出事業者が不法投棄実行者である場合が

不 明

残存事案のうち、排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約40％と最も多く、投棄量では約10％となっている。

許可業者
明

複 数

1,247,840ｔ
7.6%

724,878ｔ
4.4%

289件
10.5%

無 業者

不 明

662件
24.0% 排出事業者

1 741 093ｔ無許可業者

664件
24.1%

複 数

67件 許可業者

1,741,093ｔ
10.7%

残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

排出事業者

2.4% 8,709,154ｔ
53.3%無許可業者

3 913 893ｔ排出事業者

1,071件
38.9%

3,913,893ｔ
24.0%

11



平成19年度末時点 不法投棄残存事案

残存事案のうち 投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く 全体の約７割を占めている残存事案のうち、投棄件数 投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約７割を占めている。

非建設系廃棄物計
812件 29.5%

建設系廃棄物計
1,941件 70.5%

非建設系廃棄物計
5,720,237ｔ 35.0%

建設系廃棄物計
10,616,622t  65.0%

繊維くず
ガラス、陶磁器くず

44件

燃え殻

43件 1.6%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

41件 1.5% 廃プラスチック類

（農業系）
燃え殻

金属くず

ガラス、陶磁器くず

227,745ｔ

1.4%

木くず（その他）

214,064ｔ

1.3%

廃プラスチック類

（農業系）

155 661ｔ

件 , 件 , , , ,

汚泥（その他）

57件

2 1%

49件

1.8%

44件

1.6%

（農業系）

29件

1.1%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

559,502ｔ

3.4%

金属くず

300,927ｔ

1.8%

1.3%
155,661ｔ

1.0%

木くず（建設系）

649件

23.6%金属くず

103件

木くず（その他）

81件 2.9%

2.1%

建設混合廃棄物

4,564,062ｔ

27.9%

廃プラスチック類

（その他）

987,294ｔ 6.0%

（シュレッダ ダスト）

785,342ｔ 4.8%

残存量残存件数

建設混合

廃棄物

廃プラスチック類

（その他）

119件

4 3%

103件

3.7%

が
汚泥（その他）

987,294ｔ 6.0% 残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

廃油
1,106,865t

6.2%

廃棄物

542件

19.7%がれき類

534件

19.4%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

158件

5 7%

4.3% がれき類

2,890,559ｔ

17.7%

廃プラスチック
木くず（建設系）

1,326,894ｔ

汚泥（建設系）

154,941ｔ

1,158,807ｔ

7.1%

19.4%

廃プラスチック類

（建設系）

207件 7.5%

汚泥（建設系）

9件 0.3%

5.7%
類（建設系）

1,680,166ｔ

10.3%

1,326,894ｔ

8.1%0.9%
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平成19年 廃棄物事犯の検挙事件数

（事件） （人）※ 警察庁ＨＰより環境省作成
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7000

6000

7000
一廃事犯 産廃事犯

5000

6000

5000

6000
産廃検挙人員 一廃検挙人員

3000

4000

3000

4000

1000

2000

1000

2000

00
H15 H16 H17 H18 H19

１．不法投棄事犯等を中心とした廃棄物事犯に対する取締りを強化する「環境犯罪対策推進計
画」（平成11年 警察庁）が策定され、本計画に基づく現地レベルでの取組が次第に強化され
てきている。

２ 平成12年の廃棄物処理法改正により 不法投棄について 般廃棄物と産業廃棄物の罰則

13

２．平成12年の廃棄物処理法改正により、不法投棄について一般廃棄物と産業廃棄物の罰則
上の区分が無くなり、法の適用が容易となった。



平成19年 検挙件数の内訳

一般廃棄物
合計： 5118件、5746人

産業廃棄物
合計： 1591件、2051人

20件, 0.4%
人

25件, 0.5% 46件, 3% 23件, 1%
34人

39件, 0.8%
44人

26人 25人

535件

225件, 
14%

226人

8人 34人 不法投棄

焼却禁止

1518件, 
29.7%

1771人

535件, 
34%

767人
50件, 3%

58人

226人

無許可関係

3516件, 
68.7%

1771人

712件, 
45%

58人
委託関係

管理票関係
3880人

45%
958人

管理票関係

その他

14



産業廃棄物事犯の不法投棄検挙件数 実行者ごとの件数

実行者が排出事業者である割合は、
平成９年度から平成１９年度における平均値として、約６５％となっている。

800

900
545

600

700

166 174
161

件
数

300

400

500

8

49
100 66

68 37

45
27 53 29

3438
120

81 147 169 135 161
144

100

200

300

248
326 354 344

435 472
310 379 364 402 357

18

年

0

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

排出事業者 許可業者 無許可業者

警察庁データより 15



（人）

暴力団構成員及び準構成員の罪種別検挙人員の比較

7000

8000
（人）

覚せい剤取

締法
6000

800 大麻取締法

5000

600
銃刀法

風営適正化法

軽犯罪法

200

400 迷惑防止条例

廃棄物処理法

売春防止法

0

12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

麻薬等取締法

児童福祉法

出典：平成１９年暴力団情勢（平成２０年４月 警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、同部企画分析課）
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暴力団等反社会的勢力の関与の状況について

廃棄物の不適正処理に関与している事例廃棄物の不適正処理に関与している事例 （出典：「平成20年度暴力団の不当要求等介入事例実態調査事業報告書」
（環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課））

産業廃棄物処分料をコストダウンさせるために、無許可業者へ搬入しており、裏で反社会的勢力産業廃棄物処分料をコストダウンさせるために、無許可業者 搬入しており、裏で反社会的勢力
が関与していると聞いている。最終処分地の利権をめぐっての抗争に暴力団等が関与していると聞
いている。

ある管理型最終処分場では、正門からは廃棄物を正規に受け入れ、裏門からは暴力団関係会社
が土砂運搬と称して残土処分場へ搬出しており、この処分場はいつまでも埋まらないこととなってい
る。

暴力団等反社会的勢力、政治家の同族会社から、産業廃棄物の収集運搬・処分をさせてほしいと
要求された会社がある。日常的に工事現場や工事現場事務所に来るらしい。

管理型最終処分場、安定型最終処分場等の場合には、設置許可後、計画者の資金ショートにより
その権利が売買されることが多く、この場合はほぼ１００％近く暴力団等が関与する。その権利が売買されることが多く、この場合はほぼ１００％近く暴力団等が関与する。

暴力団を排除した事例暴力団を排除した事例 （出典：「平成19年の暴力団情勢」
（警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、企画分析課））

暴力団組長が、同人の妻が代表を務める産業廃棄物収集運搬業者の事業を支配していた事実が
明らかになったことから、同業者の業許可を取り消した。

17



実行者の区分
不適正処理が行われ 不適正処理が行わ不適正処理が行わ 廃棄物の種類

不法投棄等不適正処理の類型

実行者の区分

排出事業者

建

不適正処理が行われ
た土地の区分

中間処理施設

不適正処理が行わ
れた土地の周辺の

土地利用形態

廃棄物の種類

建設系廃棄物

ず建設業
製造業
農林水産業
運輸・通信・販売業 等

又はその隣接地 森林

農用地

木くず
がれき
建設混合廃棄物
廃プラスチック類

許可業者

収集運搬業
中間処理業

積替保管施設
又はその隣接地

農用地

住宅地

汚泥

非建設系廃棄物

廃プラスチック類中間処理業
最終処分業
収集運搬、中間処理、

最終処分業の兼業 最終処分場又は
その隣接地

原野

廃プラスチック類
廃油
汚泥
燃え殻
金属くず

複 数

無許可業者
その隣接地

廃棄物処理業以

工業用地
業務用地

金属くず
ガラス・陶磁器くず
木くず
鉱さい
ゴムくず複 数

排出事業者
許可業者
無許可業者

廃棄物処理業以
外の事業所の

敷地内 河川敷・海岸

くず
動植物性残さ
動物のふん尿
繊維くず
ばいじん

いずれかが
複数関与

その他 その他

紙くず
廃アルカリ
廃酸
その他

土地所有者の関与等

18



視点１ 実行者の区分 （平成19年度末までの残存事案）

不明

残存件数 計：2,753件 残存量 計： 16,336,859t

排出事業

者1071件
複数

不明

662件, 
24%

排出事業

者

1,741,093t, 
11%

複数

1,247,840t, 
8%

不明
724,878t

, 4%

者1071件, 
39%

許可業者

無許可業

者664件, 

複数

67件, 2%

24% 11%

許可業者
8 709 154t

無許可業

者

3,913,893ｔ

24%許可業者

289件, 
11%

24%
8,709,154t, 

53%
24%

視点１－１ 実行者のうち、許可業者の許可の種類

3件 1% 19件 6%
308,997ｔ, 4%

1,205ｔ, 0%
収集運搬業

許可業者による不法投棄事案のうち、223件(78％)、4,988,013t(58%) は収集運搬業者が関与

9件, 3%
3件, 1% 19件, 6%

2件, 1%
655,875ｔ, 7%

1,020,385ｔ, 
12%

1,799,731ｔ, 
21%

, ,
中間処理業

最終処分業

132件, 
46%

63件, 
22%

12%

1,376,650ｔ, 
16%

2,043,677ｔ, 
23%

21%
収集運搬業と中間処理業

収集運搬業と最終処分業

51件, 
18%10件, 3%

投棄件数の内訳 投棄量の内訳
1,502,635ｔ

, 17%

中間処分業と最終処分業

収集運搬業と中間処理業

と最終処分業
19



視点１－２ 実行者のうち、排出事業者の事業の種類

建 設 業 ：822 件（約77％） 1,511,306 t（約87％）
製 造 業 ： 58件（約 5％） 87,303 t（約 5％）
農林水産業 ： 39件（約 4％） 56 635 t（約 3％）

12634 1%

239t, 0%

農林水産業等

建設業（総合工事業）

建設業（設備工事業）

農林水産業 ： 39件（約 4％） 56,635 t（約 3％）

56,635t, 3%51734t, 3%

17180t, 1%
560t, 0%

12634t, 1% 31,954t, 2%

53,656t, 3%

建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可あり）
建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可なし）
建設業（その他）

件

2件, 0% 63件, 6%

580t, 0%

4280t, 0%

336t, 0%
建設業（その他）

製造業（食料品製造業）

製造業（紙・出版関連業）

製造業（化学工業等）

39件, 4%

16件, 1%
6件, 1%

3件, 0%

15件, 1%

478484t, 27%

123893t, 7% 製造業（化学工業等）

製造業（窯業・土石製品）

製造業（金属関連業）

268件, 25%

89件, 8%7件, 
1%

3件, 
0%

8件

, 
1%

2 00 0%

841517t, 48% 製造業（機械関連業）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

26件, 2%

50件, 5%389件, 36%

2500t, 0%
64912t, 4% 運輸・通信・販売業

その他
投棄件数の内訳 投棄量の内訳 20



視点２ 不適正処理が行われた土地の区分 （平成19年度末までの残存事案）

廃棄物処理施設又はその隣接地 ： 283件、 9,354,521 t
廃棄物処理施設以外の隣接地 ： 724件、 2,589,745 t

126件 113件

廃棄物処 施設 隣接 件、 , ,
その他 ：1746件、 4,392,594 t

126件, 
5%

113件, 
4% 44件, 2%

中間処理施設又はその隣

接地

積み替え保管施設又はそ

724件, 

3,787,058t, 
23%4,392,594t, 

27%

積み替え保管施設又はそ

の隣接地

最終処分場又はその隣接
26%1746件, 

63%
343,854t, 2%

5,223,609t, 
32%

2589745t, 
16%

最終処分場又はその隣接

地

廃棄物処理業以外の事

業所の敷地内
32%16%

業所の敷地内

その他

投棄件数の内訳 投棄量の内訳
21



視点３ 不適正処理が行われた場所周辺の土地の利用形態
（平成19年度末までの残存事案）度

通常無人の土地（森林、農用地、原野、河川又は海岸） 1,738件、 12,098,185 t
通常有人の土地（住宅地、工業用地または業務用地） 428件、 1,277,386 t

森林

通 有 件、 , ,
その他 587件、 2,961,289 t

2,961,289t, 18%

農用地

住宅地

795件, 
29%

587件, 
21%

6,509,945t, 40%
2,316,335t, 14%

202,036t, 1%

住宅地

工業用地又は業務用

地209件, 7%

46件, 2%
21%

3 069 869t 19%
299,938t, 2%

原野

河川敷又は海岸
688件, 

25%

191件, 7%

件,

3,069,869t, 19%
977,448t, 6%

その他

25%

237件, 9%

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

22



視点４ 代表的な廃棄物の種類 建設系廃棄物

214,064t, 1%

（建設系）木くず

（建設系）がれき

建設混合廃棄物

（建設系）廃プラスチック類

平成19年度末までの残存事案

103件, 4%

44件, 2% 81件, 3%
1,326,894t, 8%559,502t, 3%

300,927t, 2%

227,745t, 1% （建設系）汚泥

廃プラスチック類

廃油

汚泥

燃え殻

649件, 24%
13件, 0%

57件, 2%

43件, 2%

1,016,865t, 6%

1,158,807t, 7%
燃え殻

金属くず

ガラス・陶磁器くず

木くず

鉱さい

ゴムくず

534件, 19%
件

9,件 0%

347件, 13%
2,890,559t, 18%

4,564,062t, 28%

2,047,678t, 13%

1,016,865t, 6% ゴムくず

動植物性残渣

動物のふん尿

繊維くず

ばいじん

廃アルカリ

542件, 20%

207件, 
8%

,件 , , ,

1,680,166t, 
10%

154,941t, 1%

廃アルカリ

特管

産廃を処分するために処理したもの

不明

廃酸

獣畜・食鳥に係る固形状の不要物

紙くず

動物の死体投棄件数の内訳 投棄量の内訳

非建設系廃棄物建設系廃棄物 非建設系廃棄物
812件、 5,720,237 t

建設系廃棄物
1,941件、 10,616,622 t

23



排出事業者が行った事例

不法投棄の現場

排出事業者が行った事例

解体業者Ｈ社は、平成８年頃から他社の解体単価の７～８割の安価
で解体を請け負い、解体に伴い発生した建設系廃棄物を自己所有地
（自宅の敷地と親戚所有の近隣農地）で保管し、県からの再三にわた農
る指導を無視。

保管している廃棄物の撤去に応じないため、県は、平成１８年７月に
全量撤去を命じる措置命令を発出。

同月に県警が行為者を不法投棄で逮捕（平成１９年５月に有罪確
定。懲役刑２年・執行猶予３年、罰金刑１００万円）

処理業者が行った事例

産業廃棄物収集運搬業（木くず がれき類 汚泥 廃プラ等８品産業廃棄物収集運搬業（木くず、がれき類、汚泥、廃プラ等８品

目）、処分業（木くず等の焼却、がれき類の破砕）の許可を取得し、産
業廃棄物の処理を行っていたＢ社は、平成２年頃には、中間処理施
設の敷地内に、約８０，０００ ｍ３の建設系産業廃棄物を堆積させた。

市は 数十回にわたり行政指導を行 たが 社は撤去指導に従う市は、数十回にわたり行政指導を行ったが、Ｂ社は撤去指導に従う
と主張しつつ、敷地内での堆積と並行し、隠蔽目的で隣接地に覆土
しながら産業廃棄物をさらに埋め立てていた。

平成１６年３月に不法投棄事案として発覚。平成１７年に有罪が確
定（法人 罰金刑 億円 実質的経営者 懲役刑 年 月 罰金 千定（法人：罰金刑１億円、実質的経営者：懲役刑３年８ヶ月、罰金１千
万円）。
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産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業を取得して

処理業者が行った事例

産業廃棄物収集
運搬業、産業廃棄

産業廃棄物処理業者及び排出事業者
が行った事例

産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業を取得して
産業廃棄物の処理を行いながら、自ら解体業を行ってい
たＧ社は、平成元年頃から解体業から発生した自社廃棄
物と処理業として受託した産業廃棄物を、平成１１年頃か
ら、中間処理施設敷地内に保管し、徐々に堆積させた。

運搬業、産業廃棄
物処分業、特別管
理産業廃棄物処分
業等の許可を取得
し、産業廃棄物の処 ら、中間処理施設敷地内に保管し、徐 に堆積させた。し、産業廃棄物の処
理を行っていたＥ社
は、平成８年頃か
ら、処理しきれない
廃油等を滞留させ

県は改善命令
を発したが、履
行せず、許可が
失効 平成１８廃油等を滞留させ

はじめた。
県は、頻繁に行政指導を行ったが、平成１３年には廃油類

が入ったドラム缶等が２０００本を超える状況となった。

その後平成１４年にＥ社取締役（行為者）が死亡し、Ｅ社も

失効。平成１８
年夏には、堆積
廃棄物から火災
が発生し、現在
も燻焼している

無許可業者が行い、土地所有者が関与（※）した事例

そ 後 成 年 社 締役（行為者） 、 社
破産したため、大量の廃油等が放置されたまま現在に至っ
ている。

も燻焼している。

無許可業者 行 、 所有者 関与（※） 事例

Ｍ産業は、平成１６年頃から、借りた複数の倉庫に、硫酸ピッチ、スラッ
ジ 廃タイヤ 建設系混合廃棄物 廃プラスチック類等の大量の産業廃棄

※ 「関与」とは、単に行為者に土地や倉庫を貸与した場合なども広く含まれ、
不法投棄に加担している場合に限定されない。

25

ジ、廃タイヤ、建設系混合廃棄物、廃プラスチック類等の大量の産業廃棄
物を搬入。廃タイヤ等の一部を売却して有価物と偽装し、硫酸ピッチやス
ラッジを、大量の廃タイヤ等で覆い隠蔽を図っていたが、平成１７年に発
覚、有罪確定（懲役刑４年１０ヶ月、罰金刑５００万円）。硫酸ピッチについ
ては行政代執行により撤去ては行政代執行により撤去。

倉庫所有者の一部は、廃棄物を搬入していたとは知らなかったと主張し
て、県も、行為者に加担した明確な事実の確認ができないため、倉庫所有
者に措置命令を発出していない。 25



ＰＰＰ（汚染者負担原則）

産業廃棄物処理の構造改革

廃棄物＝不要なもの

産業廃棄物の構造的問題

廃棄物＝不要なもの

ＰＰＰ（汚染者負担原則）
に基づくあるべき姿

廃棄物 不要なもの

処理 スト負担の動機付けがない

無責任状態での経済原則

廃棄物 不要なもの

排出事業者が最後まで責任を持つ

自己責任が伴う中での経済原則構造を転換構造を転換
処理コスト負担の動機付けがない

↓
安かろう悪かろうの処理

↓
悪貨が良貨を駆逐

排出事業者が最後まで責任を持つ
↓

確実かつ適正な処理
↓

排出事業者が優良業者を選択
（悪質業者が市場から淘汰される）

累次の廃棄物処理法改正
に基づく構造改革

（優良業者が市場の中で優位に立て
ない）

不法投棄など不適正処理の横行

（悪質業者が市場から淘汰される）

安全 安心できる適正処理の実現

○排出事業者責任の徹底
・マニフェスト制度の強化
・原状回復命令の拡充

不法投棄など不適正処理の横行
↓

産業廃棄物に対する
国民の不信感の増大

↓

安全･安心できる適正処理の実現
↓

産業廃棄物に対する
国民の信頼の回復

↓

○不適正処理対策
・処理業者･施設の許可要件

の強化
・罰則強化

(懲役５年 罰金１億円)
処理の破綻 ↓

循環型社会の構築

(懲役５年､罰金１億円)

○適正な処理施設の確保
・廃棄物処理施設設置手続きの

強化・透明化
優良な施設整備の支援

環境負荷等の悪影響 将来世代にわたる
健康で文化的な生活の確保

・優良な施設整備の支援
・公共関与による補完

（廃棄物処理センター）
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排出事業者が 事業活動に伴い生じた廃棄物を自ら保管する場合は 大きく考

排出事業者が自ら保管を行う場合

排出事業者が、事業活動に伴い生じた廃棄物を自ら保管する場合は、大きく考
えて以下の場合に分けられる。

排出事業者の事業所の構内

自ら保管する場所
排出事業者の事業

所の構外

自社の資材置場

所の構外
その他

排出事業者は、産業廃棄物処理基準、産業廃棄物保管基準に従い、

■ 保管場所
① 周囲に囲いが設けられていること、

排出事業者は、産業廃棄物処理基準、産業廃棄物保管基準に従い、
生活環境保全上支障のないように保管しなければならない。

① 周囲に囲いが設けられていること、

② 見やすい箇所に、産業廃棄物保管場所であること・保管する産業廃棄物の種類・管理者の氏名と連絡先など
を表示した縦横60センチ以上の掲示板を設けること

■ 飛散流出等の防止措置
① 汚水が生じるおそれがある場合 排水溝等の設備を設け 底面を不浸透性の材料で覆うこと① 汚水が生じるおそれがある場合、排水溝等の設備を設け、底面を不浸透性の材料で覆うこと
② 屋外で容器を用いず保管する場合、一定の高さを超えないようにすること

■ 衛生管理
ねずみ・蚊・はえ等の害虫が発生しないようにすること

収集運搬 処分に伴 保管する場合 数量制限■ 収集運搬・処分に伴い保管する場合、数量制限
収集運搬に伴う保管：１日当たりの平均的搬出量の７日分の数量を超えないこと
処分に伴う保管：処理施設の１日当たりの処理能力の14分の数量を超えないこと
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